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別添 

○ 交付金の額及び交付方法の認可申請書（写） 

○ 負担金の額及び徴収方法の認可申請書（写） 

 



（案） 

令和２年12月２日 

 

総務大臣 

武田 良太 殿 

 

                            情報通信行政・郵政行政審議会 

                                 会長  多賀谷 一照 

 

 

答 申 書 

 

 

 令和２年９月28日付け諮問第3132号をもって諮問された事案について、審議の結果、下記

のとおり答申する。 

 

記 

 

本件、電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号。以下「法」という。）第 109 条第１項の

規定による交付金の額及び交付方法の認可並びに同法第 110 条第２項の規定による負担金の

額及び徴収方法の認可については、認可することが適当と認められる。 

 

以上 
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申 請 概 要

１ 申請者 

一般社団法人電気通信事業者協会（会長 宮内 謙） 

 （基礎的電気通信役務支援機関。以下「支援機関」という。） 

２ 申請年月日 

令和２年９月 17日 

３ 申請の概要 

支援機関が、ユニバーサルサービス制度に基づく交付金及び負担金につ 

いて次の認可を受けようとするもの。 

① 電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号。以下「法」という。）第 109

条第１項の規定に基づく東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

に交付する交付金の額及び交付方法の認可

② 法第110条第２項の規定に基づく負担金を納付すべき接続電気通信事

業者等※ごとの負担金の額及び徴収方法の認可

※ 前年度の電気通信事業収益が 10億円を超え、かつ、加入電話との相互接続通話を提供

する電気通信事業者（令和２年８月末現在 19社） 
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３① 法第 109条第１項の規定に基づく交付金の額及び交付方法 

ア 交付金の額

支援機関は、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規

則（平成 14年総務省令第 64号。以下「算定規則」という。）第５条第１項の

規定に基づき、交付金の額を算定する。 

（１）補てん対象額 

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 
ＮＴＴ東日本及び 

西日本合計 

加入電話に係る加入者回線（基本料） １９．４億円 ８．９億円 ２８．２億円 

第一種公衆電話に係るもの ２０．０億円 １８．０億円 ３８．０億円 

加入電話に係る緊急通報 ０．３億円 ０．１億円 ０．４億円 

合 計※ ３９．６億円 ２７．０億円 ６６．６億円 

※ 数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計の数値と内訳の計については一致しない場合がある。

（参考)昨年申請に係るＮＴＴ東日本及び西日本の合計補填額 ６６．３億円 
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（参考）ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の令和元年度基礎的電気通信役務収支表    

 （億円、括弧内は対前年度増減率） 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本   

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益   

加入電話 1,667(-7%) 1,887(-3%) -219 1,678( -7%)  1,998(-1%)   -320   

 基本料 1,667(-7%) 1,885(-3%) -218 1,678( -7%) 1,997(-1%) -319   

 緊急通報 - 2(48%) -2 - 1(52%) -1   

第一種公衆電話 5(-16%) 25( 0%) -20     2(-15%) 15(-2%)  -13   

 市内通話 5(-16%) 25( 0%) -20 2(-16%) 15(-2%) -13   

 離島特例通信 0( 42%)  0( 6%)       0   0(326%)        0( 45%) 0   

 緊急通報 - 0(28%) 0 - 0(-11%) 0   

計 1,672(-7%) 1,911(-3%) -240 1,680( -7%) 2,013(-1%) -333   

 

（２）各適格電気通信事業者に対する交付金の額の算定 

 

○ＮＴＴ東日本に対する交付金の額 

＝ ３９．６億円 － ＮＴＴ東日本の算定自己負担額※ 

 

○ ＮＴＴ西日本に対する交付金の額 

＝ ２７．０億円 － ＮＴＴ西日本の算定自己負担額※ 

 

※ ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本を接続電気通信事業者等とみなし、算定規則第 27 条第１

項及び第２項の規定を適用して負担金の額を算定した場合の負担額。 

 

 

イ 交付方法 

 

（１）交付手段 

 

銀行振込（振込手数料は、支援機関が負担） 

 

（２）交付金の額の通知 

 

前年度の最終算定月の３か月後から最終算定月の３か月後までの間、毎

月、各適格電気通信事業者に対して交付金の額の通知を行う。 

  なお、前年度の最終算定月の３か月後に各適格電気通信事業者に対して

通知する交付金の額は、算定規則第 27条第２項に規定する「残余の額」に

係るものとする。 
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（３）交付金の交付期限 

 

交付金の額を通知した月の翌月までに、支援機関が各適格電気通信事業

者に対して交付金を交付する。 

 

（４）各月の各適格電気通信事業者に対する交付金の額の計算方法   

 

① 前年度の最終算定月の３か月後から最終算定月の２か月後までの間、

毎月、適格電気通信事業者に対して通知を行う交付金の額の計算方法 

  ＝ 負担金を納付すべき各接続電気通信事業者等から納付を受けた各

月の当該適格電気通信事業者に係る負担金の額の合計額 

 当該適格電気通信事業者の補てん対象額 

×  当該適格電気通信事業者の補てん対象額＋支援機関の支援業

務に係る費用の額を補てん対象額の割合で案分した額 

 

② 最終算定月の３か月後に適格電気通信事業者に対して通知を行う交付

金の額の計算方法 

＝ （負担金を納付すべき各接続電気通信事業者等の当該適格電気通信

事業者に係る負担金の総額 － 前年度の最終算定月の３か月後から

最終算定月の２か月後までに負担金を納付すべき各接続電気通信事業

者等から納付を受けた当該適格電気通信事業者に係る負担金の総額） 

 当該適格電気通信事業者の補てん対象額 

×  当該適格電気通信事業者の補てん対象額＋支援機関の支援業

務に係る費用の額を補てん対象額の割合で案分した額 

 

  ※ 各接続電気通信事業者等の負担金の総額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金の合

計額をいう。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信事業者の算定自

己負担額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合は、以下の金額を控除する。 

    「①及び②の合計額」－「算定規則第５条第２項の規定により算定した額（整数未満の端

数は、四捨五入）」 

※ ①及び②において、整数未満の端数があるときは四捨五入する。 

   また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の額と一致しない場合は、額が最

大となっているもので調整する。  

 

 

（５）交付金の交付の特例 

 

交付金の交付期限までに、負担金を納付すべき接続電気通信事業者等に
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つき、算定規則第 22条第１項各号（会社更生法の適用等）に規定する事由

が生じた場合、同項の規定に基づき、交付金を減額することができる。ただ

し、当該事由の発生した接続電気通信事業者等から負担金の額の全部又は

一部が納付された場合には、同条第２項の規定に基づき、案分して算定した

額を交付金として速やかに適格電気通信事業者に交付する。 

 

（６）支援機関の交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ対策 

 

支援機関の交付金の交付に係る銀行口座については、預金額の全額保障、

振込先の限定等のセキュリティ対策を講ずるものとする。 

 

 

ウ その他 

 

 算定規則第３条ただし書の規定に基づき、総務大臣の許可を得た場合は、

上記の記載によらず許可を得た方法により交付金の額を算定し、交付金を交

付することとする。
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３② 法第 110条第２項の規定に基づく負担金の額及び徴収方法 

ア 負担金の額

支援機関は、算定規則第 27条第１項及び第２項の規定に基づき、各接続電

気通信事業者等の負担金の額を算定（適格電気通信事業者ごとに算定した次

の（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）の合計額）する。 

（ａ）最終算定月前月までの負担金の額 

当該接続電気通信事業者等の令和３年１月（予定）末～最終算定

月の前月（令和３年 11 月（予定））の月末の算定対象電気通信番号

の総数に番号単価※１を乗じた額 

（ｂ）最終算定月の負担金の額 

全ての接続電気通信事業者等から令和３年中に徴収すべき額（補

てん対象額に支援業務費を加えた額）から、最終算定月前月までに

納付した全ての接続電気通信事業者等の負担金及び算定自己負担額

の合計額（前年度残余額を含む。）を控除した額に、接続電気通信事

業者等ごとの最終算定月の月末の算定対象電気通信番号の数が全て

の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の総数に占める割

合を乗じた額 

（ｃ）当該接続電気通信事業者等の前年度残余額 

7



（※１）番号単価は平成 18 年総務省告示第 429 号（基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金

算定等規則第二十七条第一項に規定する総務大臣が別に告示する方法を定める件）に従って支援機

関が算定。補てん対象額、支援業務費（令和２年度中の費用額（令和２年３月に認可）から前年度

の次期繰越収支差額を差し引いた額）及び前年度過不足額を合算した額を令和３年の予測算定対象

電気通信番号の総数で除した額を合算番号単価とし、合算番号単価を適格電気通信事業者の補てん

対象額の割合で案分したものを番号単価とする。 

 

①合算番号単価 ＝ 

（ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の補てん対象額の合計額＋支援業務費 

－予測前年度過不足額） 
 

令和３年の予測算定対象電気通信番号の総数 

 

＝  
（６６．６億円 ＋ ０.４億円 －（－５．６億円）） 

 
２８.９億番号数 

 
＝ 2.512… 円 ⇒ ３円（整数未満四捨五入） 

 
 

②ＮＴＴ東日本 

に係る番号単価 
＝ 合算番号単価 × 

ＮＴＴ東日本の補てん対象額 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の補てん対象額の合計額 

＝ ３円     × ３９．６億円 

６６．６億円 

＝ 1.784842276… 円   ⇒ 1.78484228 円（小数点以下第８位未満四捨五入） 

 

③ＮＴＴ西日本 

に係る番号単価  
＝ 合算番号単価 × ＮＴＴ西日本の補てん対象額 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の補てん対象額の合計額 

＝３円      × ２７．０億円 

６６．６億円 

   ＝ 1.215157723… 円  ⇒ 1.21515772 円（小数点以下第８位未満四捨五入） 

 

 上記番号単価は、令和３年１月～同年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する。同年７

月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価については、平成 18 年総務省告示第

429 号に基づき、令和３年４月に、算定対象電気通信番号の総数の増減の見込み等を勘案して修正

の要否を判断する。 
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イ 徴収方法 

 

（１）納付手段 

 

銀行振込（振込手数料は、接続電気通信事業者等が負担） 

 

（２）負担金の額の通知 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月の３か月後

に、支援機関が次に掲げる事項を接続電気通信事業者等に通知する。 

 

① 毎月の負担金の額（番号単価に算定対象電気通信番号数を乗じた額） 

② 負担金の納付期限   

③ 負担金を納付する口座名義・口座番号 

   

（３）負担金の納付期限 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月の３か月後

の月の 25日までとする。 

 

（４）延滞金の納付 

 

負担金の額に、納付期限の翌日から納付する日までの日数１日につき１

万分の４の割合を乗じた延滞金を納付する。 

 

（５）支援機関の負担金の徴収に係る銀行口座のセキュリティ対策 

 

支援機関の負担金の徴収に係る銀行口座については、預金額の全額保障、

振込先の限定等のセキュリティ対策を講ずるものとする。 

 

ウ その他 

 

算定規則第３条ただし書の規定に基づき、総務大臣の許可を得た場合は、上

記の記載によらず許可を得た方法により負担金の額を算定し、負担金を徴収

することとする。 
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審 査 結 果 

電気通信事業法関係審査基準（平成 13 年１月６日総務省訓令第 75号。以下「審査基準」という。）の

規定に基づき審査を行った結果、以下のとおりと認められる。 

① 電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号。以下「法」という。）第 109 条第１項の規定による交付

金の額及び交付方法の認可に係る審査

審 査 事 項 
審査

結果 
理  由 

１ 交付金の額が算定規則第５条

の規定に照らし、妥当なものであ

ること。（審査基準第 24条(1)） 

適 本申請に係る交付金の額については、以下の理由に

より、基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負

担金算定等規則（平成 14年総務省令第 64号。以下「算

定規則」という。）第５条の規定に照らし、妥当なもの

であると認められる。 

・交付金の額は、算定規則第５条第１項に定める方法

に従って、補てん対象額から各適格電気通信事業者

の算定自己負担額を控除した額としており、妥当な

ものであると認められる。 

・交付金の額は、算定規則第５条第３項に定めると

おり、令和元年度の基礎的電気通信役務収支におけ

る営業費用の合計額から営業収益の合計額を控除し

て得た額を下回ることから、妥当なものであると認

められる。

２ 交付金を適格電気通信事業者

に交付する時期及び交付する手

段が適正かつ明確に定められて

いること。（審査基準第 24条

(2)） 

適  交付する時期（交付期限）及び交付手段（交付金の額

の通知、各月の交付金の額の計算方法、交付金の交付の

特例及び交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ

対策）について、適正かつ明確に定められていることか

ら、適当であると認められる。 

３ 前各号に掲げるもののほか、基

礎的電気通信役務の適切、公平か

つ安定的な提供を阻害するもので

ないこと。（審査基準第 24条

(3)） 

適 本件申請において、基礎的電気通信役務の適切、公平

かつ安定的な提供を阻害する内容はないと認められ

る。 
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② 法第 110条第２項の規定による負担金の額及び徴収方法の認可に係る審査 

審 査 事 項 
審査

結果 
事  由 

１ 負担金の額が算定規則第 27 条

の規定に照らし、妥当なものであ

ること。（審査基準第 25条(1)） 

適 本申請に係る負担金の額については、以下の理由に

より、算定規則第 27条の規定に照らし、妥当なもので

あると認められる。 

・ 負担金の額は、算定規則第 27条第１項及び第２

項に定める方法に従って、最終算定月前月までの

各月の負担金の額、最終算定月の負担金の額及び

前年度残余額を合算した額としており、妥当なも

のであると認められる。 

・ 算定規則第 27条第１項で定める番号単価は、平   

成 18年総務省告示第 429号に基づき、補てん対象

額、支援機関の支援業務に係る費用（以下「支援業

務費」という。）の額及び予測前年度過不足額の合

計額を令和３年中の予測算定対象電気通信番号の

総数で除したものについて、適格電気通信事業者

ごとの補てん対象額の割合で案分することにより

算定しており、妥当なものであると認められる。 

・ 支援業務費の額は、令和２年度の収支予算額（令

和２年３月認可済み）から前年度の支援業務費の

繰越額を減じた額としており、妥当なものである

と認められる。 

２ 負担金を接続電気通信事業者

等が納付する時期及び納付する

手段が適正かつ明確に定められ

ていること。（審査基準第 25条

(2)） 

適 納付する時期（納付期限）及び納付手段（負担金の額

の通知、延滞金の納付及び負担金の徴収に係る銀行口

座のセキュリティ対策）について、適正かつ明確に定め

られていることから、適当であると認められる。 

３ 前各号に掲げるもののほか、基

礎的電気通信役務の適切、公平か

つ安定的な提供を阻害するもので

ないこと。（審査基準第 25条

(3)） 

適 本件申請において、基礎的電気通信役務の適切、公平

かつ安定的な提供を阻害する内容はないと認められ

る。 
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参 考 資 料
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１．令和元年度におけるＮＴＴ東日本・西日本のユニバーサルサービス収支表（基礎的電気通信役務収支表）について

○令和元年度ユニバーサルサービス収支表（単位：百万円）

・令和元年度におけるＮＴＴ東日本・西日本のユニバーサルサービス収支の状況は、ＮＴＴ東日本で▲２４０億円、

ＮＴＴ西日本で▲３３３億円の赤字（東西計で▲５７２億円）となっている。

ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本

加入電話

基本料

緊急通報

第一種公衆電話

市内通信

離島特例通信

緊急通報

合計

166,729

166,729

469

0

469

167,199

188,676

188,502

2,467

2

2,472

191,149

174

2

▲21,947

▲174

▲21,772

▲1,998

▲2

▲2

▲2,002

▲23,950

167,807

167,807

212

2

215

168,023

199,774

199,677

1,541

4

1,547

201,322

97

1

▲31,967

▲97

▲31,869

▲1,328

▲2

▲1

▲1,332

▲33,299

（参考）前年度

増 減

179,760 196,921 ▲17,161

▲12,560 ▲5,771 ▲6,789

180,569 202,904 ▲22,334

▲12,546 ▲1,581

営業収益 営業費用 営業損益 営業収益 営業費用 営業損益

▲10,965
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２．ユニバーサルサービスに係る原価・収益に基づく補てん対象額の算定について

・ＬＲＩＣモデルに従って算定されたユニバーサルサービスに係る原価・収益に基づき、補てん対象額を算定。

ＮＴＴ東日本 ▲1,628

原価（報酬を含む）
収益

管理部門 利用部門 計

502 3,293

赤字

1,673 2,746 ▲1,584511 3,257

①加入電話・基本料

（提供エリア全体の収益・原価〔億円〕）

加入電話回線数※

（万回線）

2,136

2,322ＮＴＴ西日本

（参考）

（補てん対象の高コストエリアの原価〔百万円〕）

「全国平均費用＋標準偏差の２倍」(基準単価)をベンチマークとし、これを超える部分を補てん対象額とする。＜ベンチマーク方式＞
（算定に当ってはＩＰ電話への移行回線数を現に加入電話の提供の用に供しているものとみなして計算※）

＜補てん対象額の算定方法＞

4,458合 計 3,338 5,537 ▲3,2121,014 6,550

１
回
線
当
り
コ
ス
ト
水
準

（加入数分布）
高コスト
地域

低コスト
地域 補てん対象地域

基金の補てん対象

全国平均コスト
＋２σ超部分

全国平均費用（1,224円）

収容局別費用

全国平均コスト＋２σ
（基準単価）
（1,577円）

（参考）加入電話基本料の補てん対象額算定の仕組み

3,585 5,849 ▲3,3541,090 6,939（参考）前年度

増 減 ▲247 ▲313 ＋142▲76 ▲389

ＮＴＴ東日本 33,607

（算定対象原価）

ＮＴＴ西日本

①補てん対象地域

の実績原価

（基準原価）

②対象回線数に

基準単価を乗じた額

④基準原価を

上回る額

（=①-②+③）
加入電話回線数

（万回線）

（参考）

35,500 1,936

補てん対象額

6,496 5,848 887

40,103 41,348 2,822合 計

③基準単価を

下回る額

3,829

239

4,068

4,504

▲46

187.5

30.9

<4.2％>

<0.7％>

218.4
<4.9％>

高コストから順に

4.9％を抽出

2,7911,665
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32.9

ＮＴＴ東日本 ▲226

収益

管理部門 利用部門 計

赤字

▲128

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

加入電話回線数

（万回線）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

▲355合 計

（参考）前年度

増 減 ＋38 ▲39＋0 ＋39

（補てん対象の高コスト4.9％エリアの原価〔百万円〕）

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

補てん対象地域

に相当する原価
加入電話回線数

（万回線）

（参考）

<2.1％>

<2.8％>

合 計
<4.9％>

▲316

▲120

基本料の高コスト上位4.9％（東西計）の加入者回線数に対応した原価

＜補てん対象額の算定方法＞②加入電話・緊急通報

（参考）前年度

増 減 ＋9 ▲5.9

225

128

354

1

0

1

226

128

355

315 1 316

779

793

1,572

1,692

27

15

41

33

44.1

77.0

82.9
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「原価－収益」の収支差額

＜補てん対象額の算定方法＞

「原価－収益」の収支差額

＜補てん対象額の算定方法＞③第一種公衆電話(市内通信)

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

④第一種公衆電話(離島特例通信)

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

収益
管理部門 利用部門 計

原価－収益

（＝赤字額）
第一種公衆電話
台数（台）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

合 計

（参考）前年度

増 減 ▲134 ▲124 ▲12▲22 ▲146

8

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

収益
管理部門 利用部門 計

原価－収益

（＝赤字額）
第一種公衆電話
台数（台）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

合 計

（参考）前年度

増 減 ＋2 ＋2 ▲0▲0 ＋2

4,379

213

682

469

1,987

2,392 74

19

93

2,466

2,006

4,472

1

3

4

3

6

9

0

0

0

3

6

9

2

3

5

1,998

1,793

3,791

815 4,503 115 4,618 3,802

1 7 0 7 5

57,983

50,672

108,655

11,092

2,601

13,693
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「原価－収益」の収支差額

＜補てん対象額の算定方法＞⑤第一種公衆電話・緊急通報

（提供エリア全体の収益・原価〔百万円〕）

8

補てん対象額

ＮＴＴ東日本

収益
管理部門 利用部門 計

原価－収益

（＝赤字額）
第一種公衆電話
台数（台）

ＮＴＴ西日本

（参考）原価（報酬を含む）

合 計

（参考）前年度

増 減 ＋0 ＋0＋0 ＋0

1

1

2

0

0

0

1

1

2

2 0 2

1

2

1

2

57,983

50,672

108,655
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○補てん対象額

（合算）
番号単価

○番号単価

○支援業務費 （令和２年予算額：予算額 62百万円 － 前期繰越額 17百万円）

令和3年1月～12月までの予測算定対象電気通信番号の総数の合計(2,894百万番号)

補てん対象額（6,662百万円）＋支援業務費（45百万円）－予測前年度過不足額(▲563百万円)

（合算）番号単価

＝2.512021908円／月・番号

（注）・東西合算の番号単価は整数未満を四捨五入

・東西別の番号単価は、合算単価を東西の

補てん対象額の割合で案分

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

合 計

1,936百万円

887百万円

2,822百万円

第一種公衆電話加入電話

基本料 緊急通報 市内通信

27百万円

15百万円

41百万円

1,998百万円

1,793百万円

3,791百万円

離島特例通信

2百万円

3百万円

5百万円

緊急通報

1百万円

1百万円

2百万円

3,963百万円

2,698百万円

6,662百万円

（令和元年予算額：63百万円）

東西計

（参考）前年度

増 減

2,786百万円 3,802百万円 5百万円 2百万円 6,628百万円33百万円

＋37百万円 ▲12百万円 ▲0百万円 ＋0百万円 ＋33百万円＋9百万円

３．補てん対象額と番号単価

・補てん対象額に支援業務費を加算し予測前年度過不足額を減算した額を、１月～１２月の予測番号総数で

除すことにより、各事業者が負担する（合算）番号単価を算定。

○予測前年度過不足額

＝

45百万円

▲563百万円

３円／月・番号
うち、東日本分：1.78484228円

西日本分：1.21515772円

＜前年度（７月～１２月）＞
２円／番号・月
ＮＴＴ東日本分：1.14388856円
ＮＴＴ西日本分：0.85611144円
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（参考）交付金の額及び負担金の額に関する算定式 

１ 交付金の額 

 (１) ＮＴＴ東日本に対する交付金の額 

 

＝  Ce － [ ]∑
−

=

1

1

n

t
Pet・Et － {Ce ＋ S ・ Ce /C － ∑

−

=

1

1

n

t

（ ∑
=

Ft

i 1
][Pet・Nit ） － ∑

−

=

1

1
][

n

t
Pet・Et －

∑
=

−
'

1
][

Ft

i
/Mn'Ze・Nin'・Nin'Pen' －（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’） }・En /Mn  

 －（Pen’・En’－Ze・En’/Mn’） 

 

 

 

Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,661,591,391円〕 

Ceは、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,963,296,648 円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

nは、最終算定月〔＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Etは、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Enは、n月（最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

ＮＴＴ東日本の最終算定月の算定自己負担額 

ＮＴＴ東日本の補填

対象額＋案分した

支援業務費 

ＮＴＴ東日本の算定自己負担額 － 

 

最終算定月前

月までの算定

自己負担額 

ＮＴＴ東日本の「算定自己負担額」における前年度残余額に相当する額 

ＮＴＴ東日本の補填対象額 

ＮＴＴ東日本の
最終算定月の
番号数の割合 

「全接続電気通信事
業者等の前年度残
余額」の総額 

ＮＴＴ東日本の「算定自己負
担額」における前年度残余
額に相当する額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通

信事業者等の負

担額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定した

ＮＴＴ東日本の

「算定自己負担

額」の累計額 

19



（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet は、t 月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用す

る）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.78484228

円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気

通信番号の数（i は、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の

算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対

象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用する番号単価は 1.14314690 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気通

信番号に適用する番号単価は 1.14388856 円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話

株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Ce’＋S’・Ce’/C’－∑
−

=

1'

1'

n

t
（∑

=

'

1
]''[

Ft

i
NitPet・ ）－∑

−

=

1'

1'
]''[

n

t
EtPet・  〕 

 

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計

額〔＝6,628,129,381 円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,788,462,776 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 
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(２) ＮＴＴ西日本に対する交付金の額 

 

＝  Cw － [ ]∑
−

=

1

1

n

t
Pwt・Wt － {Cw ＋ S ・ Cw /C － ∑

−

=

1

1

n

t

（ ∑
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i 1
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t
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i
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 －（Pwn’・Wn’－Zw・Wn’/Mn’）  

 

 

 

Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,661,591,391円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,698,294,743 円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

nは、最終算定月〔＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wnは、n月（最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

ＮＴＴ西日本の補填

対象額＋案分した

支援業務費 

最終算定月前

月までの算定

自己負担額 

ＮＴＴ西日本の
最終算定月の
番号数の割合 

「全接続電気通信事
業者等の前年度残
余額」の総額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己負
担額」における前年度残余
額に相当する額 

ＮＴＴ西日本の算定自己負担額 － 

 

ＮＴＴ西日本の補填対象額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通

信事業者等の負

担額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定した

ＮＴＴ西日本の

「算定自己負担

額」の累計額 

ＮＴＴ西日本の「算定自己負担額」における前年度残余額に相当する額 

ＮＴＴ西日本の最終算定月の算定自己負担額 
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Pwt は、t 月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用す

る）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.21515772

円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（i は、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気

通信番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の

算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対

象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用する番号単価は 0.85685310円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気通信

番号に適用する番号単価は 0.85611144円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zｗは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電話

株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Cw’＋S’・Cw’/C’－∑
−

=

1'

1'

n

t
（∑

=

'

1
]''[

Ft

i
NitPwt・ ）－∑

−

=

1'

1'
]''[

n

t
WtPwt・  〕

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計

額〔＝6,628,129,381 円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,839,666,605 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 
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（３) 算出に係る留意点 

 

① 各接続電気通信事業者等の負担金の額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金の合計 

額をいう。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信事業者の算定自己

負担額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合の交付金の額は、基礎的電気通信役務の

提供に係る交付金及び負担金算定等規則（以下「算定規則」という。）第５条第２項の規定に

よる（整数未満の端数は、四捨五入）。 

 

② 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算した場合に 

整数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

   また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、額が 

最大となっているもので調整する。 
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２ 負担金の額 

（１） ＮＴＴ東日本に係る接続電気通信事業者等の負担金の額 
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,661,591,391円〕 

Ceは、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,963,296,648 円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

nは、最終算定月〔＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ〕 

t は、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Etは、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Ntは、t月の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

ＮＴＴ東日本の補填対象額

＋案分した支援業務費 

令和３年１月～最終算定月

前月の月末までの番号数

に係る負担額 

各接続電気通信事

業者等の最終算定

月の番号数の割合 

最終算定月の番号数 

に係る負担額 ＋ 

 

前年度残余額 ＋ 

 

「全接続電気通信事業者等

の前年度残余額」の総額 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数
を乗じて得た額 

ＮＴＴ東日本の「算定自

己負担額」における前年

度残余額に相当する額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通

信事業者等の負

担額」の累計額 

前年度の認可に
係る負担金の額
を満たすために
必要な額 

最終算定月前月

までに算定した

ＮＴＴ東日本の

「算定自己負担

額」の累計額 
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（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値） 

Nnは、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mnは、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet は、t 月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用す

る）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.78484228

円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気

通信番号の数（i は、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数

（Nn’は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の

算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対

象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用する番号単価は 1.14314690 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気通

信番号に適用する番号単価は 1.14388856 円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話

株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計

額〔＝6,628,129,381 円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,788,462,776 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 
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（２） ＮＴＴ西日本に係る接続電気通信事業者等の負担金の額 
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,661,591,391円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,698,294,743 円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

nは、最終算定月（＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ。） 

tは、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Ntは、各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値をとる） 

＋ 

 

前年度残余額 ＋ 

 

ＮＴＴ西日本の補填対象額

＋案分した支援業務費 

令和３年 1 月～最終算定月

前月の月末までの番号数

に係る負担額 

最終算定月の番号

数に係る負担額 

前年度の最終算
定月の番号単価
に同月の番号数
を乗じて得た額 

前年度の認可に
係る負担金の額
を満たすために
必要な額 

各接続電気通信事

業者等の最終算定

月の番号数の割合 

「全接続電気通信事業者等

の前年度残余額」の総額 

ＮＴＴ西日本の「算定自

己負担額」における前年

度残余額に相当する額 

最終算定月前月

までに算定した

「全接続電気通

信事業者等の負

担額」の累計額 

最終算定月前月

までに算定した

ＮＴＴ西日本の

「算定自己負担

額」の累計額 
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Nnは、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mnは、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pwt は、t 月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用す

る）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.21515772

円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気

通信番号の数（i は、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数

（Nn’は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の

算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対

象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用する番号単価は 0.85685310 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気通

信番号に適用する番号単価は 0.85611144 円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zwは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電話

株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計

額〔＝6,628,129,381 円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,839,666,605 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 
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（３) 算出に係る留意点 

 

① 各接続電気通信事業者等（適格電気通信事業者であるものを除く。）の負担金の総額（適格電 

気通信事業者ごとに算定した負担金の合計額をいう。）の当該接続電気通信事業者等の算定対 

象収益の額に占める割合が限度割合を超える場合には、当該負担金の総額は当該算定対象収益 

の額に限度割合（３％）を乗じて得た額とする（整数未満の端数は四捨五入）。 

 

② 各適格電気通信事業者における「負担金の額と当該適格電気通信事業者に係る算定自己負担 

額の合計額（以下「負担金等の額」という。）の当該適格電気通信事業者の算定対象収益の額に 

占める割合が限度割合（３％）を超える場合には、当該負担金等の額は当該算定対象収益の額 

に限度割合を乗じて得た額とする（整数未満の端数は四捨五入）。 

 

③ 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算した場合に整 

数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

  また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、額が最 

大となっているもので調整する。 

28



29



Nitは、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pet は、t 月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用す

る）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.78484228

円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気

通信番号の数（i は、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等

の算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定

対象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用する番号単価は 1.14314690 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気通

信番号に適用する番号単価は 1.14388856 円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zeは、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電話

株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 

〔＝Ce’＋S’・Ce’/C’－∑
−

=

1'

1'

n

t
（∑

=

'

1
]''[

Ft

i
NitPet・ ）－∑

−

=

1'

1'
]''[

n

t
EtPet・  〕

C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計

額〔＝6,628,129,381 円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,788,462,776 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 
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西日本電信電話株式会社に対する 

交付金の額 
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Cは、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,661,591,391円〕 

Cwは、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,698,294,743 円〕 

Sは、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

nは、最終算定月〔＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

tは、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Wtは、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wnは、n月（最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ftは、t月の負担事業者数 

Nitは、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Mnは、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信

番号の数を加えたものをいう） 

Pwt は、t 月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用す

る）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、1.21515772

円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（i は、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気

通信番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等

の算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定

対象電気通信番号の数を加えたものをいう） 
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Pwt’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適

用する番号単価は 0.85685310 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気通

信番号に適用する番号単価は 0.85611144 円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zｗは、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電

話株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計

額〔＝6,628,129,381 円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,839,666,605 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 

※ 各接続電気通信事業者等の負担金の額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金の合計額

をいう。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信事業者の算定自己負担

額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合の交付金の額は、基礎的電気通信役務の提供に

係る交付金及び負担金算定等規則（以下「算定規則」という。）第５条第２項の規定による（整

数未満の端数は、四捨五入）。 

※ 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算した場合に整

数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

  また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、額が最

大となっているもので調整する。 

※ 前年度の最終算定月が算定対象電気通信番号の数の変動に伴って予定（令和２年１２月）か

ら変更となる場合、t において「令和３年１月予定」とあるところを変更となる月数分変更す

る。 

２ 交付方法 

(1) 交付手段

交付金の交付は銀行振込により行うものとする。

交付金の振込手数料の負担は、交付金を交付する支援機関が負うものとする。

(2) 交付金額の通知

前年度の最終算定月の３箇月後から最終算定月の３箇月後までの間、毎月、適格電気通信事

業者に対して交付金額の通知を行う。 
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  なお、前年度の最終算定月の３箇月後に適格電気通信事業者に対して通知する交付金額は、

算定規則第２７条第２項に規定する「残余の額」に係るものとする。 

(3) 交付金の交付期限

毎月の交付金額の通知の日の属する月の翌月までに交付金を交付する。

(4) 各月の交付金の額の計算方法

①前年度の最終算定月の３箇月後から最終算定月の２箇月後までの間、毎月、適格電気通信事

業者に対して通知を行う交付金の額の計算方法

＝ 負担金を納付すべき各接続電気通信事業者等から納付を受けた各月の当該適格電気通信

事業者に係る負担金の額の合計額 

当該適格電気通信事業者の補てん対象額 

×  当該適格電気通信事業者の補てん対象額＋支援機関の支援業務に係る費用の額

を補てん対象額の割合で案分した額 

②最終算定月の３箇月後に適格電気通信事業者に対して通知を行う交付金の額の計算方法

＝ （負担金を納付すべき全接続電気通信事業者等の当該適格電気通信事業者に係る負担金の

総額 － 前年度の最終算定月の３箇月後から最終算定月の２箇月後までに負担金を納付

すべき各接続電気通信事業者等から納付を受けた当該適格電気通信事業者に係る負担金の

総額） 

当該適格電気通信事業者の補てん対象額 

×  当該適格電気通信事業者の補てん対象額＋支援機関の支援業務に係る費用の額

を補てん対象額の割合で案分した額 

  ただし、各接続電気通信事業者等の負担金の額（適格電気通信事業者ごとに算定した負担金

の合計額をいう。）又は各適格電気通信事業者の負担金の額に当該適格電気通信事業者の算定

自己負担額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合は、以下の金額を控除する。 

「①及び②の合計額」－「算定規則第５条第２項の規定により算定した額（整数未満の端数は、

四捨五入）」 

①及び②において、整数未満の端数があるときは四捨五入する。

 また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、額が最

大となっているもので調整する。  

(5) 交付金の交付の特例

交付金の交付期限までに、算定規則第２２条第１項各号に規定する事由が生じた場合、同項

の規定に基づき、交付金を減額することができる。ただし、当該事由の発生した接続電気通信

事業者等から負担金の額の全部又は一部が納付された場合には、同条第２項の規定に基づき案

分して算定した額を交付金として速やかに適格電気通信事業者に交付する。 
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(6) 交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ対策

支援機関の交付金の交付に係る銀行口座については、以下のセキュリティ対策を講じるもの

とする。 

① 決済性預金口座とし、預金額が全額保障されているものであること

② 当該口座からの振込先を各適格電気通信事業者及び支援業務経費用の口座に限定する。

③ 振込手続きに係るシステム操作の認証強化（予め特定された者による認証操作を要する

ものとする）

④ 預金通帳を隔離し、現金引出しを困難とする。

⑤ ネットバンクシステムを活用し、口座管理の迅速性を確保する。

３ その他 

 算定規則第３条但し書きの規定に基づき、総務大臣の許可を得た場合は、上記の記載によらず許可

を得た方法により交付金の額を算定し、交付金を交付することとする。 
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Ce は、東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,963,296,648 円〕 

S は、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

n は、最終算定月〔＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ〕 

t は、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Et は、t月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft は、t月の負担事業者数 

Nit は、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Nt は、t月の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値） 

Nn は、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mn は、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象

電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定対象電気通

信番号の数を加えたものをいう） 

Pet は、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま

た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用

する）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、

1.78484228円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Et’は、t’月の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

En’は、n’月（前年度の最終算定月）の東日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i 番目の接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数

（Nn’は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等

の算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である東日本電信電話株式会社の算定

対象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pet’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に

適用する番号単価は 1.14314690 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気

通信番号に適用する番号単価は 1.14388856円／月・番号〕 

Pen’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 
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Ze は、前年度の最終算定月において、東日本電信電話株式会社の補てん対象額と東日本電信電

話株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合

計額〔＝6,628,129,381円〕 

Ce’は、前年度の東日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝3,788,462,776 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 

西日本電信電話株式会社に係るもの 

各接続電気通信事業者等の負担金の額 
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C は、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合計額 

〔＝6,661,591,391円〕 

Cw は、西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,698,294,743 円〕 

S は、支援業務費の額〔＝44,908,007円〕 

n は、最終算定月（＝令和３年１２月予定。以下、この計算式において同じ。） 

t は、各月（令和３年１月予定～最終算定月） 

Wt は、t月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft は、t月の負担事業者数 

Nit は、t月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ftまでの整数値をとる） 

Nt は、各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Ntは、N1t，N2t，…，NFttのうちの対応する値をとる） 

Nn は、n月（最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（Nnは、N1n，N2n，…，NFtnのうちの対応する値） 

Mn は、n 月（最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等の算定対象

電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定対象電気通

信番号の数を加えたものをいう） 

Pwt は、t月の番号単価（番号単価は、平成１８年総務省告示第４２９号に従って算定する。ま
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た、原則として令和３年４月に修正し、同年７月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用

する）〔令和３年１月～６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価は、

1.21515772円／月・番号〕 

n’は、前年度の最終算定月〔＝令和２年１２月予定。以下、この計算式において同じ。〕 

t’は、前年度の各月（令和２年１月～前年度の最終算定月） 

Wt’は、t’月の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Wn’は、n’月（前年度の最終算定月）の西日本電信電話株式会社の算定対象電気通信番号の数 

Ft’は、t’月の負担事業者数 

Nit’は、t’月における i番目の接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数 

（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nin’は、n’月（前年度の最終算定月）における i 番目の接続電気通信事業者等の算定対象電

気通信番号の数（iは、1～Ft’までの整数値をとる） 

Nn’は、n’月（前年度の最終算定月）の各接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の数

（Nn’は、N1n’，N2n’，…，NFtn’のうちの対応する値） 

Mn’は、n’月（前年度の最終算定月）の算定対象電気通信番号の総数（接続電気通信事業者等

の算定対象電気通信番号の合計数に適格電気通信事業者である西日本電信電話株式会社の算定

対象電気通信番号の数を加えたものをいう） 

Pwt’は、t’月の番号単価〔令和２年１月～令和２年６月の各月末の算定対象電気通信番号に

適用する番号単価は 0.85685310 円／月・番号、令和２年７月～１２月の各月末の算定対象電気

通信番号に適用する番号単価は 0.85611144円／月・番号〕 

Pwn’は、n’月（前年度の最終算定月）の番号単価 

Zw は、前年度の最終算定月において、西日本電信電話株式会社の補てん対象額と西日本電信電

話株式会社に係る支援業務費の額の合計額と同額になるために必要な額 
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C’は、前年度の東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の補てん対象額の合

計額〔＝6,628,129,381円〕 

Cw’は、前年度の西日本電信電話株式会社の補てん対象額〔＝2,839,666,605 円〕 

S’は、前年度の支援業務費の額〔＝63,289,455円〕 

※ 各接続電気通信事業者等（適格電気通信事業者であるものを除く。）の負担金の総額（適格電

気通信事業者ごとに算定した負担金の合計額をいう。）の当該接続電気通信事業者等の算定対象

収益の額に占める割合が限度割合を超える場合には、当該負担金の総額は当該算定対象収益の

額に限度割合（３％）を乗じて得た額とする（整数未満の端数は四捨五入）。 

※ 各適格電気通信事業者における「負担金の額と当該適格電気通信事業者に係る算定自己負担

額の合計額（以下「負担金等の額」という。）の当該適格電気通信事業者の算定対象収益の額に
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占める割合が限度割合（３％）を超える場合には、当該負担金等の額は当該算定対象収益の額

に限度割合を乗じて得た額とする（整数未満の端数は四捨五入）。 

※ 端数処理については、算定規則の規定に従って行い、それでもなお乗じて計算した場合に整

数未満の端数があるときは、当該端数を四捨五入する。 

 また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の元額と一致しない場合は、額が最

大となっているもので調整する。 

※ 前年度の最終算定月が算定対象電気通信番号の数の変動に伴って予定（令和２年１２月）か

ら変更となる場合、ｔにおいて「令和３年１月予定」とあるところを変更となる月数分変更す

る。 

２ 徴収方法 

(1) 納付手段

負担金の納付は、銀行振込により行うものとする。

負担金の振込手数料の負担は、負担金を納付する接続電気通信事業者等が負うものとする。 

(2) 負担金額の通知

負担金の納付額等を相互に確認するため、負担金を納付すべき接続電気通信事業者等に対

し、以下の事項を通知する。 

① 各接続電気通信事業者等の負担金の額

② 負担金の納付期限

③ 負担金を納付する口座名義・口座番号

  なお、各接続電気通信事業者等に対する負担金額の通知については、算定規則第２７条第

２項に規定する「残余の額」及び前年度の最終算定月の翌月から最終算定月までの各月の算

定対象電気通信番号に係る負担金の額をそれぞれ金額の確定する月以降毎月行うこととする。 

(3) 負担金の納付期限

毎月の番号数報告期限の翌月の２５日までとする。

(4) 延滞金の納付

納付期限までに負担金が納付されない場合は、納付期限の翌日から納付する日までの日数

について、日１万分の４の割合を乗じた延滞金を納付するものとする。 

(5) 負担金の徴収に係る銀行口座のセキュリティ対策

支援機関の負担金の徴収に係る銀行口座については、以下のセキュリティ対策を講じるも
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のとする。 

① 決済性預金口座とし、預金額が全額保障されているものであること

② 当該口座からの振込先を各適格電気通信事業者及び支援業務経費用の口座に限定する。 

③ 振込手続きに係るシステム操作の認証強化（予め特定された者による認証操作を要す

るものとする）

④ 預金通帳を隔離し、現金引出しを困難とする。

⑤ ネットバンクシステムを活用し、口座管理の迅速性を確保する。

３ その他 

 算定規則第３条但し書きの規定に基づき、総務大臣の許可を得た場合は、上記の記載によらず許可

を得た方法により負担金の額を算定し、負担金を徴収することとする。 
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